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研究成果の概要（和文）：本研究では，若年労働者のジョブサーチ意欲の決定要因を解析した．新規学卒者が求
人と会するキャリアフェアにおける独自調査の結果，企業の自社アピールの方法により，求職者が求人に対して
形成する印象や応募意欲は変化することが示された．とくに，フェア会場においての企業ブースの多様性（リク
ルーターの男女比等）が企業好感度を高めることがわかった．また，政府が行っている若年向けの求職者支援機
関で行った独自追跡調査の分析の結果，2週間の集中トレーニングに参加した若年失業者は就業意欲だけでな
く，健康状態などを高め，その結果実際の就業率が高まることが示された．

研究成果の概要（英文）：This research project has examined the determinants of job-search intensity 
for the youth job seekers. Using the original survey conducted in some career fairs where job 
applicants and recruiters of firms meet for the first time, we found that firm’s recruitment 
behavior on the fair, especially diversity in the each firm’s booth such as male-female ratio, 
affects the job-applicant’s image toward firms. Using the original follow-up survey conducted in 
the Government’s employment service office, we found that the special intensive job-training 
program for the youth succeeded raising the youth employment rate, raising not only job-search 
intensity for the youth unemployed, but also their mental health conditions.
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１．研究開始当初の背景 
若年就業の促進はどの時代においても日

本が取り組むべき課題の一つとなっている．

日本における若者の就業促進策を考える際

にはとくに，以下の２時点が重要だと言われ

る．学卒から初職への接続時点と，初職から

若年後期への接続の時点である．このように

若者のジョブマッチングについては，その平

均的な離職時点と，促進策を考える時点は判

明しているものの，データ解析を通じてその

実態を明らかにした研究は日本では数が少

ない．多くの先進国で重要とされている若者

向けの就業訓練や職業紹介機能の拡充の効

果について言えば，その効果を計測したもの

はほとんど存在していない． 
 
 
２．研究の目的 
先に述べた新規学卒採用者のジョブマッ

チングと，その後の若年失業者のジョブマッ

チングという重要な 2 時点に着目して，本研

究では若年就業率を高める労働政策とは何

かを明らかにする．すなわち，本研究では， 

(1)初職の求職（学生の就職）活動におけるジ

ョブマッチングを向上させるためにどうす

ればよいか， 

(2)若年失業者の再就職活動におけるジョブ

マッチングを改善させるためにどうすれば

よいか， 

の 2 つに答える．一点目については，とくに，

学生時代に行う求職活動とジョブマッチン

グの関係を明らかにする．二点目については，

政府によって行われている若年向け就業ト

レーニングの効果を明らかにする．これらの

分析から，若年層の就業促進策を提案する．  
 
 
３．研究の方法 

1 点目，2 点目それぞれについて，統計分

析に基づいた議論を行うために，若者の求職

活動の実態を独自調査する．独自調査を行う

理由の一つは，若年のジョブサーチ行動を経

済学的に分析するための十分なデータが存

在していないためである．もう一つの理由は，

実際に行われている政府の政策や企業の採

用政策が求職行動に与える影響や効果を計

測したいためである． 

調査場所として，おもに，「キャリアフェ

ア」等の企業と学生のジョブマッチング会場

と，「若年向けハローワーク」といった政府

が行っている求職者支援機関を選定する（詳

細は結果で述べる）．これらの調査では，先

行研究で判明していない点を炙り出すため

に，以下の工夫を施す． 

第一に，「キャリアフェア会場で行う調査」

では，単に求職者（学生）に求職活動につい

て尋ねるだけでなく，求人（参加企業）に採

用活動について調査する．これにより，求職

者が高く評価する企業や応募したい企業が

どのような採用活動を行っているかを明ら

かにしたり，企業が必要としている人材に応

募を促せているかを明らかにできる． 

第二に，「若者向けハローワークで行う調

査」ではおもに政府が実施するトレーニング

の効果を測定するが，トレーニング参加者だ

けでなく，非参加者も対象に調査することで

両者を比較する．また，求職支援担当者にト

レーニング内容を調査することで，トレーニ

ングの様子が就職状況に与える影響を明ら

かにする．さらに，トレーニング期間中，お

よびトレーニング終了後の若年求職者を追

跡することで就業状況の変化を捉える． 

得られた結果に基づき，第一のキャリアフ

ェア会場での調査回答を用いた分析では，企

業の採用活動が求職者のサーチ意欲に与え

る影響を回帰分析により明らかにする．求職

者が複数の企業に対して評価を行った回答

については，求職者ごとのパネルデータとし

て分析を行う．第二のハローワーク調査では，

トレーニング参加者と非参加者の傾向マッ

チング分析や，参加者の追跡データによるパ

ネル分析，トレーニング期間に関する期間分



析などを行う． 
 
 
４．研究成果 
 研究にあたり，主に４つの調査を実施した． 

≪調査１≫シンガポールでの日系企業キャ

リアフェアにおけるジョブマッチング調査 

実施：2016 年 1 月 30 日，2017 年 2 月 11 日 

場所：ASEAN Career Fair with Japan 会場出口

にて（シンガポール Expo） 

概要：【求職者調査】求職者に求職活動と参

加企業の評価を調査（“ASEAN Students Job 

Seekers’ Survey”）と，【求人調査】参加企業に

採用活動の調査を実施． 

≪調査２≫日本で開催されたキャリアフェ

アにおける求職活動調査 

実施：2017 年 11 月 21 日，12 月 23 日 

場所：「自社の魅力を再発見するワークショ

ップ 魅力発信ポスターセッション」会場

（大阪府主催），および「就活ソニック」会

場（大阪梅田） 

概要：【求職者調査】求職者に実在する企業

の求人ポスターを見せ，どの企業の説明をさ

らに聞きたいと思うかを選択する調査を実

施（「求人ポスターについての調査」），【企業

調査】求人ポスターの作成意図を調査（「求

人ポスターの作成に関する企業調査」） 

≪調査３≫大阪わかものハローワークにお

ける追跡調査 

実施：2015 年 5 月～2016 年 3 月まで，毎月

第 1 週と第 2 週（2 週間），およびトレーニン

グ終了後約 6 か月間の毎月 1 回 

場所：大阪わかものハローワーク（大阪梅田） 

概要：【トレーニング参加者調査】2 週間の就

業トレーニングに参加した若年失業者全員

についてトレーニング期間中に就業意欲等

の変化を調査（「大阪わかものハローワーク

利用者アンケート」），【トレーニング非参加

者調査】トレーニングが行われている期間に，

ハローワーク会場に来館した若年求職者に

就業意欲を調査，【指導者調査】トレーニン

グ指導者にトレーニング内容やトレーニン

グ参加者の様子を調査． 

分析１の新規学卒者のジョブマッチング

に関する仮説検証は，調査１，２を基に行っ

た．分析２の若年失業者の再就職ジョブマッ

チングに関する仮説検証は，調査３を基に行

った．また，これらの回答だけではわからな

かった項目について，企業人事課へのヒアリ

ング（インタビュー）調査も追加的に行った

（大阪府下で約 5 社，シンガポールで約 10

社実施）． 

 これらの調査に基づき得られた結果は以

下の通りである．  

■分析１：学卒者のジョブマッチング 

１．求職者が求人に対して良い印象や高い応

募意欲を持つのは，企業がブランド力や，好

調な業績を持っている場合だけではない．こ

れらの影響を取り除いた上で，自社を説明す

る力が高い企業ほど，求職者から高い評価を

得ていることがわかる．一日限りの企業説明

会での様子も企業評価の重要な要素となる． 

２．キャリアフェアにおいては，とくに，企

業ブースにおけるダイバーシティー（リクル

ーターの男女比や年齢比，フォーマルスーツ

比など）が高いときに，求職者はその企業へ

の好感度を持つ． 

３．企業が作成する自社の紹介ポスターも求

職者が企業を評価する重要な要素である．と

くに，求職者が希望する産業や職種によって

魅力を感じるポスターは異なり，そこには魅

力を喚起する共通の要因が存在する． 

 １と２の結果は “Job fairs and company 

attractiveness perceptions: Evidence from 

Japanese companies recruiting overseas”として

論文にまとめ，各種学会で報告している．３

の結果は大阪府下の企業向けセミナー等で

報告している． 

■分析２：若年失業者のジョブマッチング 

４．大阪わかものハローワークで行われてい

る２週間の就職支援プログラム（「就活クラ



ブ」）は，プログラム期間を通じてトレーニ

ング参加者の就業意欲を高めることに成功

した． 

５．その結果，就職見通しが高まり，実際の

就職率も高まった． 

６．このプログラムは，就職意欲を高めるだ

けではなく，精神的な健康状態を改善させる

という副次効果も持っていた．とくに，スト

レスや憂うつさ，孤独感が減少していた．ま

た，この効果が大きかったのはとくに女性参

加者が相対的に多かった時の女性であるこ

とがわかった（ピア効果の存在）． 

７．上記で示した就活クラブを通じて改善さ

れた健康状態の良さは，トレーニング終了後

にも続き，失業期間の短期化すなわち早期就

職につながった． 

 ４と５の結果は「就職活動支援プログラム

が求職者の意識や意欲に与える影響：大阪わ

かものハローワークにおける「就活クラブ」

の事例」として，6 と 7 の結果は「就職支援

プログラムと若年失業者の健康：大阪わかも

のハローワークにおけるトレーニング成果」

としてまとめ，各種セミナーや学会で報告し，

現在査読雑誌に投稿中である． 
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